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1. はじめに

議員定数配分問題とは，所与の総定数を複数の
対象にその属性に応じて整数を割り振る問題であ
り，区割画定問題とは，複数の小地域を組合せて
所与の定数になるよう分割する問題で，例えば定
数と分割数が一致する場合に小選挙区制（1人選
出選挙区制）となる [6, 9]．
坂口・和田 [13]は，選挙区を画定する際に，近

似解ではなく最適解であることの政治的必要性を
説いた．1994年から現在に至る衆議院小選挙区制
は，議席配分問題と区割画定問題を段階的に解く
ことになるが，規則に基づき全国全最適区割を導
出したのは，根本・堀田 [9]が最初である．限界較
差の導出方法が確立されたことで，その後様々な
分析が行われた（cf. [10, 12, 1, 2]）．この間（2000

～2010年），一票の較差に対する最高裁の「違憲
状態」判決などもあって選挙制度改革も進み，国
政選挙（衆議院小選挙区・参議院選挙区）におい
ては，ある程度較差は解消されたと言って良い．
小選挙区制（1人選出選挙区制）では，フロン

ティア法ベースの高速列挙法と ZDDによる膨大
な列挙解の保持が可能となり [8]，列挙解の特徴化
などに利用して画定作業の支援が可能である [2]．
小＋大選挙区制（複数人選出選挙区制）（大選挙

区の定義は 2人以上選出なので，1人区もありえ
る選挙制度を「小＋大」とよぶ）は，議席配分と
区割を同時に決定することが必須となるが，小選
挙区制の自然な拡張としてモデルを記述出来，求
解可能である [3]．参議院で導入された合区を考慮
する場合は，これと全く同じモデルになる [1, 7]．
全国に 20ある指定都市議会は，議席配分問題を

解くことになるが，較差の点では概ね問題は少な
いといって良い [5]．衆議院小選挙区制も，現在は
画定時人口で全国一票の最大較差 2倍未満を達成
されており，都道府県内較差も一部を除き最大較
差は解消されている．実際，最大較差最小の最適
解を用いている県も存在する [4]．
それに比して，都道府県議会においては較差の

解消は進んでいるとは言い難い [3]．2017年時点

で一票の最大較差 1.5倍未満を達成しているのは
1.284倍の沖縄県と 1.485倍の佐賀県のみで，1.5

～2倍未満は 17である．2～3倍未満が 21府県，3

～4倍未満が 5道県，5倍以上の 1都となっている
（福島県を除く 46都道府県）．さらに，飛び地選
挙区が全国に 36カ所，逆転現象を起こしている選
挙区が 47カ所ある（[3]表 1）．
都道府県議会の区割をどのように行うかは公職

選挙法で定められており，その特殊性（cf. [3]）を
考慮したとしても較差についてはおざなりになっ
ている都道府県が多いように見受けられる．ただ
し，較差の絶対値が，その都道府県の較差に対す
る態度を示すわけではない．ここに最適化の意味
がある．最適解の値と比較してどの程度の差があ
るかが重要となるのである（最大較差の自明な下
限は 1倍であるが，現実の事例で 1倍が達成され
ることはなく，最適解が 2倍を超える県もある）．
都道府県議会は「小＋大選挙区制」のため，選

挙区数にはある程度自由度があると考えて良いだ
ろう．堀田 [3]では，当時の現行選挙区数と同じ場
合と，自由にした場合の 2つの場合の最適解を出
し，現行区割との差を示している．ただし，選挙
区数を完全に自由とすると，全議員選出 1選挙区
が自明な答え（最大較差 1倍）となるので，複数
市区町村の合区選挙区を作る場合は，1選挙区平均
人口（=全人口÷定数）の 3倍までを許容範囲とし
て計算している．本研究ではさらに余裕を持って
4倍までで計算した．ただし，1市区町村で 4倍以
上の人口を持つ地域は，1地域で複数人選出選挙
区となることに注意されたい（絶対ではない．例
えば過少人口市町村が隣接している場合等は合区
せざるを得ない）．下限は，法律に基づき平均の
0.5倍以上である．
2019年 4月に統一地方選挙が行われ，選挙区数

や議員数を一部見直した都道府県もあるが，較差
の点ではあまり改善はされていないようである．そ
こで本研究では，限界較差との差が大きい都道府
県を対象に，[2, 7]の手法を用いて現行区割の比較
分析を行う．その際，目的関数として，一票の最



大較差の他に，分布間の擬距離を測る指数である
α−divergenceを用いる．これは，Wada[14, 15]で
採用された個人還元主義に基づく評価指標であり，
最近，参議院合区の分析にも用いられた [7]．
目的が一票の最大較差の最小化の場合，目的関

数が比で表される分数計画問題となる．この問題
を解くには，一般にパラメータを用いて目的関数
を線形化し，そのパラメータを 2分探索やNewton

法等で追いかける方法を用いるが，選挙区画定問
題や議席配分問題，さらに本研究で扱う議席配分・
区割画定同時決定問題においては，その構造の特
殊性を用いたパラメータを用いない簡便な方法で
解けるため，そちらを採用する [6, 9]．

図 1: 選挙区数 [50～32]に対する最適選挙区推移

図 2: 選挙区数 [50～32]に対するKLd選挙区推移

2. 結果
紙面の都合上，東京都の一部の結果のみを示し，

その他は発表当日に報告する．唯一，東京都（定
数 127，選挙区数 42）が 5倍を超えるのは，公職
選挙法第 271条による特例選挙区の存在が大きい．
ただし，当該選挙区（島部）を除いても現行では
2倍を超え，限界較差（最適解）との差は大きい．
選挙区数を 50～32に変化させた場合の最適選挙区

とKullback-Leibler divergenceによる選挙区の結
果を例として示す（図 1, 2）．

現行 最適 1 最適 2

選挙区数 42 42 36

最大 144,730 121,642 115,503

最小（除島部） 58,406 85,157 92,541

最大較差 2.478 1.428 1.248

最小（含島部） 26,491 26,491 26,491

最大較差 5.463 4.592 4.360
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